
都市再生整備計画(第３回変更)

下
し も

野間
の ま

地区
ち く

兵庫県
ひ ょ う ご け ん

多可郡
た か ぐ ん

多可町
た か ち ょ う

平成１９年２月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 100 ha

平成 16 年度　～ 平成 18 年度 平成 16 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 H15末 H18

人 H15末 H18

％ H15 H18

㎡ H15末 H18

75.0

計画区域内町営住宅の平均床面積 事業後の町営住宅の予定平均床面積を目標値とした。 良好な居住環境の要素として平均床面積を指標とした。 55 78

消防団活動の出席率 事業による活動の活性化を想定し目標値を設定した。
当町の消防団は36歳以下で構成されており、若年層の地域コミュ
ニティー活動として代表的なものであるため、指標とした。

67.3

1,070

40歳未満の計画区域人口
住宅需要の高い若年層世帯の計画区域人口に増加予想
人口を加えたものを目標値とした。

住宅需要は若年層世帯に高いことから、その人口増減により目標
達成の指標とした。

482 520

計画区域人口
現在の計画区域人口に増加予想人口を加えたものを目標
値とした。

住宅や住環境の整備・改善により、区域の人口増加が見込める。 1,012

　人口が漸減傾向で推移している旧八千代町では、住宅施策の要望が大きい本地区においての転入促進と転出抑制に向けた展開が特に望まれている。
　平成13年に建設した町営住宅野田第２団地は、定住促進用住宅として人口の増加に寄与しており、今後もこの役割が期待されている。一方、昭和40年代に建設された町営住宅も多く、老朽化が進んでおり、高齢化対策としてのバリアフリー化や現代の
生活様式に対応するために、建替等による住宅水準の向上と需要層に対応した新たな住宅の供給が必要である。それに伴い人口増加した地区のコミュニティー強化・支援も必要である。
　また人口定住を促進する上で、受け皿となる住宅及び住宅地が必要となるが、平地が少ない旧八千代町においては宅地として利用できる土地が限られている。本地区も例外ではなく、低未利用地等の活用による住宅用地の提供が求められている。加
えて、４ｍ未満の細街路に接道する敷地も多く存在することから、防災性・安全性の高い住環境の形成が必要である。

　第５次旧八千代町総合計画及び旧八千代町住宅マスタープランにおいては、若者定住促進とUJIターン者の受け入れのための快適で魅力ある公営住宅の整備、高齢者等社会的弱者に配慮した住宅整備、住宅用地の確保、空家等の住宅活用により、
活力とやすらぎに満ちたまちづくりの基盤とする計画である。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

都道府県名 兵庫県
ひょうごけん

多可町
た かち ょ う

下野間
し も の ま

地区
ち く

計画期間 交付期間 18

住宅や住宅地の供給及び安全で快適な生活環境の形成により、若年層の転出抑制や転入促進等を促し、少子高齢化の抑制と人口定着、地域の活性化を図る。
・老朽化した住宅の建替等によるバリアフリー化等の住環境改善と、多様化する生活様式に対応した良質な住宅ストックの形成による定住化の推進
・若年層に需要の高い良好な住宅用地の供給
・生活様式の多様化に伴い希薄化しつつある地域コミュニティーの形成強化と支援
・安全で快適な住環境・生活環境の形成

　旧八千代町における昭和45年以降の人口推移をみると、漸次減少傾向で推移しており、人口減少の大きな要因は転入転出等の社会減少である。近年は特に世帯分離者の転出をはじめとした10～20歳代の若年層の減少が著しく、少子・高齢化が進行
しており、地域活力の低下に繋がると懸念されている。
　旧八千代町においては、持家居住世帯が88％を占め、今後も現在の住宅に住み続けたいと希望している。また、借家世帯についても持家を取得したいと希望する世帯も多く、持家志向は高いといえる。
　各地域では、祭りや慣習等の生活文化が現在も継承されており、町民意識調査からも地域コミュニティーの密接さが窺える一方、住民のライフスタイルの多様化に伴い、住宅・住環境に対するニーズも多様化している。
　旧八千代町では都市農村交流事業の一環として、３地区で市民農園整備を行っており対外的にも高い評価を得ている。併せて空き家バンク事業等も行っており、農業に興味を持つ都市住民の転入も期待できる。
　下野間地区は、旧八千代町の最も南に位置し西脇市と接しており、旧八千代町の南玄関ともいうべき地区である。地区内は県道中北条線と県道西脇八千代市川線が走っており、旧八千代町においては、交通利便性の高い地区であり、近隣の西脇市・
加西市等に就労する町民も多いことから、下野間地区での住宅施策を望む声も非常に高い。
　旧八千代町では下野間地区を住宅施策の重点地区として位置づけ、平成５年度に８区画・12年度に22区画の宅地造成を行い分譲したが２地区とも完売し、若年層の定住促進に効果を上げている。また、平成13年度に町営住宅の建替と新築を行い、若
年世帯の定住促進に効果を上げている。
　しかしながら、依然として住宅需要は高く新たな施策が望まれている。





都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

・生活様式の多様化に伴い希薄化しつつある地域コミュニティーの形成強化と支援のため、拠点として集会所施設の整備を行う。 町営住宅野田団地（22戸・集会所）（基幹事業・公営住宅等整備）

方針に合致する主要な事業

・老朽化した住宅等のバリアフリー化等の住環境改善と、多様化する生活様式に対応した良質な住宅ストックの形成による定住化の推進のため、公営住
宅の建替・新設を行う。

町営住宅野田団地（22戸・集会所）（基幹事業・公営住宅等整備）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（提案事業・公営住宅等整備）
町営住宅野口団地（16戸）（基幹事業・公営住宅等整備）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（提案事業・公営住宅等整備）
県営住宅下野間団地敷地整備（21戸）（提案事業・公営住宅等整備）

・世帯分離者等若年層の転出抑制のため、需要の高い住宅用地の供給のため宅地造成を行う。 深田地区宅地造成（8区画）（提案事業・地域創造支援施設）

・安全で快適な住環境・生活環境の形成のため、狭小な施設等の改良を行う。 深田地区水路改修（提案事業・地域創造支援施設）

安全で快適な住環境・生活環境の形成の一環として、児童や高齢者等の安全確保のため、通学路など基幹道路の歩道整備を行う。
　・主要地方道　中北条線（関連事業・道路改良事業）
　・町道１号線（関連事業・道路改良事業）

良質な住宅ストックの形成と住環境への提案として、民間空家の情報提供や住宅入居者のための農園の整備を行う。
　・空家バンク事業（関連事業）
　・県営住宅下野間団地農園整備（関連事業）



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路

公園

河川

下水道

駐車場有効利用システム －

地域生活基盤施設 －

高質空間形成施設 －

高次都市施設 －

既存建造物活用事業 －

都市再生交通拠点整備事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

人にやさしいまちづくり事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備 多可町 直 22戸,集会所 H15 H16 H16 H16 391.4 349 349 349

多可町 直 16戸 H15 H18 H17 H18 271.8 240 240 240

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 663.2 589 589 589 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
多可町 直 22戸,集会所 H15 H16 H16 H16 基幹事業で計上 5 5 5

多可町 直 16戸 H15 H18 H17 H18 基幹事業で計上 80 80 80

多可町 直 2,300㎡ H16 H16 H16 H16 3.9 4 4 4

多可町 直 8区画 H16 H16 H16 H16 54.0 54 8 8

多可町 直 L=64m H16 H16 H16 H16 4.6 4 4 4

－ 0

－ 0

－ 0

－ 0

合計 62.5 147 101 101 …B
合計(A+B) 690

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
兵庫県 国土交通省 21戸 ○ H16 H17 440

兵庫県 国土交通省
L=2,900ｍ
歩W=3ｍ

○ H11 H18 990

多可町 国土交通省
L=460ｍ
歩W=3ｍ

○ H17 H19 300

多可町 300㎡ ○ H17 H17 2

多可町 － 町内 ○ H14 1

合計 1,733

交付対象事業費 690 交付限度額 276 国費率 0.400

0

46

うち民負担分

うち民負担分
交付期間内事業期間

規模直／間

－

－

－

－

規模

－

－

野口団地

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

事業

公営住宅等整備

事業期間（いずれかに○）

町道１号線

県営住宅下野間団地

事業主体

空家バンク事業

地域創造
支援事業

野田団地

野口団地

深田地区水路改修事業

公営住宅等整備（敷地整備） 県営住宅下野間団地

事業
細項目

事業主体事業箇所名

－

（参考）事業期間

野田団地

－

全体事業費

公営住宅等

－

住宅市街地
総合整備
事業

交付期間内事業期間
規模事業主体 直／間事業箇所名事業

（参考）事業期間
細項目

所管省庁名

主要地方道　中北条線

事業箇所名

町内

多自然居住パイロット事業(農園整備) 県営住宅下野間団地

宅地造成事業 深田団地 46

道路改良事業

道路改良事業



市町村決定計画及び市町村施行国道等事業に関する事項 ※該当がない場合は本シートをつける必要はない

市町村決定計画
都市施設及び市街地
開発事業の種類

決定/変更 名称 その他必要な事項 変更の概要
都市再生整備計画の
公告（予定）年月日

都市計画の決定又は
変更の期限

市町村施行国道等事業

路線名

【記入要領】

・本シートは、都市再生特別措置法の規定に基づき、都道府県が決定する都市計画や国道・都道府県道に関する事業を都道府県等の同意を得て市町村が決定・実施を行う場合に記載。
　それ以外の場合は、本シートをつける必要はない。

・必要な場合は適宜行を追加すること。

・路線名は、例えば“国道○○号線”、“○.○.○□□□線”などと記入すること。
・「新築又は改築の内容」欄は、“電線類の地中化”、“歩道の拡幅に関する改築”等、新設又は改築の具体的内容を記入すること。

・「都市施設及び市街地開発事業の種類」欄及び「名称」欄は、都市計画に定められている（定める予定の）内容を記載すること。

・「その他必要な事項」欄は、道路の場合は種別、延長、幅員、車線の数について、公園の場合は種別、面積について、緑地、広場の場合は面積について、河川の場合は延長、幅員につい
て、市街地開発事業の場合は施行区域の面積について、都市計画に定められている（定める予定の）内容を記載すること。
・「変更の概要」欄は、「決定/変更」欄に“変更”と記入したものについて、差し支えない範囲において変更の概要を記入すること。
・「都市再生整備計画の公告（予定）日」欄及び「都市計画の決定又は変更の期限」欄には、年月日を記入すること。なお、「都市再生整備計画の公告（予定）日」欄に公告予定日を記入する
場合は（　）書きとすること。

・「決定/変更」欄は、市町村が新たに都市計画決定しようとする場合は“決定”と、都道府県が既に定めた都市計画を市町村が変更しようとする場合は“変更”と記入すること。

・「道路の種類」欄は、“一般国道”か“都道府県道”のいずれかを記入すること。

道路の種類 新設又は改築の内容



都市再生整備計画の区域

　下野間
し も の ま

地区（兵庫
ひ ょ う ご

県
け ん

多可郡
た か ぐ ん

多可町
た か ち ょ う

） 面積 100 ha 区域 多可町八千代区下野間の一部

下野間地区　100ha

主要地方道　西脇八千代市川線

下野間地区　100ha

主要地方道　中北条線

至西脇市
至加西市

至中区

至市川町

0 500 1,000m
S=1：30,000



計画区域人口 （　人　） 1,012（H15年度末）→ 1,070 （H18年度）
40歳未満計画区域人口 （　人　） 482（H15年度末）→ 520 （H18年度）
消防団活動の出席率 （　％　） 67.3 （H15年度） → 75.0 （H18年度）
町営住宅平均床面積 （　㎡　） 55（H15年度末）→ 78 （H18年度）

下野間
し も の ま

地区（兵庫
ひ ょ う ご

県
け ん

多可郡
た か ぐ ん

多可町
た か ち ょ う

）　整備方針概要図

目標

住宅や住宅地の供給及び安全で快適な生活環境の形成により、若年
層の転出抑制や転入促進等を促し、少子高齢化の抑制と人口定着、
地域の活性化を図る。

代表的
な指標

0 200 400m

　　　　　　まちづくり交付金事業対象区域

　　　　　　■基幹事業

　　　　　　□提案事業

　　　　　　○関連事業

■基幹事業
公営住宅等整備
野田団地

■基幹事業
公営住宅等整備
野口団地

■基幹事業
公営住宅等整備
野田団地
(集会所施設)

□提案事業
地域創造支援事業
公営住宅野田団地

□提案事業
地域創造支援事業
公営住宅野口団地

○関連事業
道路改良事業
主要地方道　中北条線
歩道整備

□提案事業
地域創造支援事業
宅地造成事業
深田団地

□提案事業
地域創造支援事業
水路改修事業
深田地区

○関連事業
道路改良事業
町道１号線

□提案事業
地域創造支援事業
県営住宅下野間団地
（敷地整備）

○関連事業
公営住宅等整備
県営住宅 ○関連事業

多自然居住ﾊﾟｲﾛｯﾄ事業
県営住宅下野間団地
（農園整備）



交付対象事業別概要

下野間
し も の ま

地区　（兵庫県
ひ ょ う ご け ん

多可郡
た か ぐ ん

多可町
た か ち ょ う

）

都市再生整備計画の添付書類等(第３回変更)



下野間
し も の ま

地区（兵庫県
ひ ょ う ご け ん

多可郡
た か ぐ ん

多可町
た か ち ょ う

）　現況図

0 200 400m

　　　　　　住居系

　　　　　　農用地

　　　　　　山林

　　　　　　工業系

　　　　　　業務系

　　　　　　公共施設

　　　　　　町営住宅

　　　　　　宅地分譲による街区



交付限度額算定表

要綱第５に掲げる式による交付限度額（X） 百万円 規則第16条第1項に基づく交付限度額（Y) 12,436 百万円 本計画における交付限度額 276 百万円

規則第16条第１項に基づく限度額算定

Ａｕ ㎡ Ａｐ 107977 ㎡ ○ 住宅施設 1,146,840,000 円
公共施設の上限整備水準 公共施設の現況整備水準 建設予定戸数（戸） 超高層

区域面積（㎡） 整備水準が明らかになっている類似市街地等からの推定 一般 38
推定現況整備水準(小数第２位まで) 合計 38
推定公共施設面積（㎡） 0 標準整備費（円/戸） 超高層 一般

北海道特別地区 41,310,000 33,500,000
○ 個別公共施設の積み上げ 北海道一般地区 38,190,000 30,990,000

面積（㎡） 割合 特別地区 49,120,000 35,690,000
道路 107,977 0.11 ○ 大都市地区 37,170,000 30,180,000
公園 - 多雪寒冷地区 41,510,000 32,370,000
広場 - 奄美地区 39,520,000 35,640,000

Ｃｌ 円/㎡ 緑地 - 沖縄地区 30,280,000 30,280,000
単位面積あたりの標準的な用地費 公共施設合計 107,977 0.11 一般地区 33,700,000 28,640,000

標準地点数
公示価格の平均値（円/㎡） Cnを考慮しない場合の交付限度額（Y1) 11863 百万円 市街地再開発事業による施設建築物 0 円

単位面積あたりの標準的な補償費 施設建築物の延べ面積（㎡）
当該区域内の戸数密度（戸/㎡） 標準共同施設整備費（円/㎡） 132,000
標準補償費（円/戸） ∑Ｃｎ 1,146,840,000 円

下水道 0 円 電線共同溝等 0 円
区域面積（㎡） 1,000,000 電線共同溝等延長（ｍ）

Ｃf 円/㎡ うち現況の共用済み区域面積（㎡） 標準整備費（円/ｍ） 680,000
標準整備費（円/㎡） 3,600

人工地盤 0 円
控除額 百万円 0 円 人工地盤の延べ面積（㎡）
まちづくり交付金とは別に国庫補助事業等により整備する施設 上限床面積（㎡） 9,400 標準整備費（円/㎡） 5,300,000

標準整備費（円/㎡） 395,625
協議して額を定める大規模構造物等 0 円

2300 調整池 0 円 大規模構造物等 協議状況 整備費（円）
35000 調整池の容積（ｍ3）

標準整備費（円/ｍ3） 140,000

河川 0 円
河川整備延長（ｍ）

合計 37300 標準整備費（円/ｍ） 3,700,000 Ｃｎを考慮した場合の交付限度額（Y2) 12436 百万円

要綱第５に掲げる式による限度額算定

基幹事業(A) 百万円
提案事業(B) 百万円
合計 百万円 ゆえ、交付限度額(X) 276 百万円

1430

589
101
690 α1＜α2

交付対象事業費
552

県営住宅下野間団地 440

主要地方道　中北条線 990

地域交流センター等の公益施設（建築物）

施設名（事業名） 面積（㎡）
国庫補助事業
費等（百万円）

○ その他の地域 0.40

63,145

X≦Yゆえ、

400,000

1,000,000

当該区域
の特性に
応じて国
土交通大
臣が定め
る割合

区域の面積が10ha未
満の地区

0.50

最近の国勢調査の結果
による人口集中地区内

0.45

654
α1=4(A+B)/5=

α2=10A/9=

276

4
15,625

0.0003
44,000,000

23,000

1,430



(参考）年次計画

（事業費：百万円）

基幹事業

交付対象 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成　　年度 平成　　年度

事業費

道路

公園

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設

既存建造物活用事業

都市再生交通拠点整備事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

人にやさしいまちづくり事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備 多可町 349 349

多可町 240 27 213

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

計 589 349 27 213

提案事業

交付対象 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成　　年度 平成　　年度

事業費

公営住宅等 多可町 5 5

多可町 80 80

多可町 4 4

多可町 8 8

多可町 4 4

計 101 21 80

合計 690 370 27 293

累計進捗率　（％） 53.6 57.5 100.0

事業活用
調査

まちづくり活
動推進事業

水路改修事業

野田団地

野口団地

事業
細項目

住宅市街地
総合整備
事業

事業主体事業箇所名

事業
細項目

深田団地

深田地区

宅地造成事業

野口団地

公営住宅等整備（敷地整備）

事業主体事業箇所名

県営住宅下野間団地

野田団地



事業活用調査 ・ まちづくり活動推進事業 ・ 地域創造支援事業
（単位：百万円）

開始年度 完了年度 うち調査費 うち用地費 うち整備費 うち購入費

地域創造支援事業
公営住宅等整備

町営住宅野田団地

公営住宅等整備事業補助対象工事費のうち、補助対
象基本額を超えるものを対象とする。

多可町 22戸 H16 H16 5 5
建築主体工事　　　1,570千円
屋外設備工事　　　3,430千円

地域創造支援事業
公営住宅等整備

町営住宅野口団地

公営住宅等整備事業補助対象工事費のうち、補助対
象基本額を超えるものを対象とする。

多可町 16戸 H17 H18 80 80
建築主体工事　　　53,850千円
屋外設備工事　　　26,150千円

地域創造支援事業
公営住宅等整備
（県営住宅敷地整備）

県営住宅下野間団地

県営住宅用地の造成・排水路設置及び給排水施設等
の整備に要する費用を対象とする。

多可町

造成
　A=2,300㎡
排水路
　L=52ｍ
給水施設
　１式
排水施設
　１式
（21戸）

H16 H16 4 4

造成水路工事　1,280千円

給水施設工事　2,294千円

排水施設工事　　426千円

地域創造支援事業
宅地造成事業

深田団地

宅地造成のうち、道路・給水施設等の共同施設の整
備に要する費用を対象とする。

多可町

団地内道路
　L=65ｍ
排水路
　L=130ｍ
給水施設
　１式
（8区画）

H16 H16 8 4 4
道路水路工事　3,711千円

道路水路用地　4,289千円

地域創造支援事業
水路改修事業

深田地区

水路の改修に要する費用を対象とする。
多可町

水路
　L=64ｍ

H16 H16 4 4 水路工事　4,000千円

規模事業名 事業費の使途概要事業概要 事業主体
交付期間内事業費

その他
交付期間内事業期間



基幹事業・公営住宅等整備 

提案事業・地域創造支援事業 

町営住宅 野田団地 

 

１／２



２／２

基幹事業・公営住宅等整備 

提案事業・地域創造支援事業 

町営住宅 野田団地 

 



基幹事業・公営住宅等整備 

提案事業・地域創造支援事業 

町営住宅 野口団地 

 



提案事業・地域創造支援事業 

県営住宅 下野間団地 

（敷地整備） 

 

L=52m



提案事業・地域創造支援事業 

宅地造成事業（深田団地） 

 
平面図　S=1：500

団地内道路断面図　S=1：100



提案事業・地域創造支援事業 

水路改修事業（深田地区） 

 平面図　S=1：1，0001200

1200

L=64m



公営住宅等整備事業

（１）団地概要 （２）団地整備計画

団地名 事業種別

所在地 敷地面積 （㎡）

事業主体 建築面積 （㎡）

団地面積 （㎡） 延床面積 （㎡）

事業期間 建ぺい率

総事業費 （千円） 容積率 （％）

構造

階数（地上／地下） ／

整備戸数 （戸）

建設年度

整備方法

任意建替の種別

（３）事業費の内訳

工事費 附帯事務費 合計

※事業種別には、公営住宅、特定優良賃貸住宅、
　高齢者向け優良賃貸住宅等を記入

※公営住宅の場合のみ、整備方法、任意建替の種別を選択
　（該当しないセルに斜線）

新規 法定建替 任意建替

現地 非現地

－

22

木造

公営住宅

8,376.0

1,456.5

野田団地

八千代町下野間

八千代町

8,376.0 1,884.1

事業種別 整備戸数全体事業費
（千円) うち官負担分 うち民負担分

備考
交付期間内事業費（千円）

H15～H16

公営住宅 353,660 341,955.0 11,705.0 22 集会所含む

353,660

２階

353,660 353,660

22

H16～H16



基幹事業・公営住宅等整備 

提案事業・地域創造支援事業 

町営住宅 野田団地 

 

１／２



２／２

基幹事業・公営住宅等整備 

提案事業・地域創造支援事業 

町営住宅 野田団地 

 



公営住宅等整備事業

（１）団地概要 （２）団地整備計画

団地名 事業種別

所在地

事業主体 建築面積 （㎡）

延床面積 （㎡）

事業期間 建ぺい率 （％）

総事業費 （千円） 容積率 （％）

構造

階数（地上／地下） ／

整備戸数 （戸）

建設年度

整備方法

任意建替の種別

（３）事業費の内訳

工事費 附帯事務費 合計
備考

団地面積

八千代町下野間 （㎡）

5,391.2 （㎡）

事業種別 整備戸数全体事業費
（千円) うち官負担分 うち民負担分

交付期間内事業費（千円）

H15～H18

野口団地

八千代町

321,200

公営住宅

5,391.2

938.6

1,241.5

17

16

※事業種別には、公営住宅、特定優良賃貸住宅、
　高齢者向け優良賃貸住宅等を記入

※公営住宅の場合のみ、整備方法、任意建替の種別を選択
　（該当しないセルに斜線）

新規 法定建替 任意建替

現地 非現地

H17～H18

２階 －

23

木造

321,200 307,458 13,742 321,200公営住宅 321,200 0 16



基幹事業・公営住宅等整備 

提案事業・地域創造支援事業 

町営住宅 野口団地 

 


